
⽇本における新たな購買動向 

⽇々進化するZ世代とミレニアル世代の消費⾏動‧
メディア消費習慣に対して消費財メーカーの
マーケターがとるべき戦略とは？



今⽇の⽇本の消費者：
過去と現在で
何が変わったのか?



⽇本の消費者は「節約」
から「スマートな消費」
にシフト
⽇本の⽣活費の⾼騰は消費者
の負担になっている可能性が
ありますが、それが必ずしも
消費を妨げているわけではあ
りません。

The Trade Desk Intelligenceと
Appinioの最新の調査による
と、⽇本の消費者の82%が、
経済状況の悪化にもかかわら
ず、昨年と同等またはそれを
上回る⽀出をしていることが
分かりました。(1)

消費者は⽀出を抑えるのでは

なく、効率的に買い物をする
よう購買⾏動を⾒直していま
す。また、半数が⽣活必需品に
重点を置いて購買している⼀⽅
で、ほぼ10⼈に4⼈が節約のた
めにまとめ買いを⾏っているこ
とが同調査で分かりました。(2)

この消費習慣の変化は、ライ
フスタイルを維持するために
スマートな購買⽅法を取ってい
る「価格重視」の顧客により
正確にリーチする必要性を
マーケターに⽰唆しています。

(1), (2) The Trade Desk Intelligence X Appinio、2024年12⽉、⽇本、n =1,000、18〜65歳、年齢‧ジェンダー別全国調査
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消費財への⽀出は堅調に増加傾向にありま
す。当社の調査によると、⾷品‧飲料に関し
て今後6か⽉間の⾒通しは明るく、30％を超
える消費者が⾷品‧飲料への⽀出を増やすと
予想しており、引き続き⽣活必需品を優先し
て購⼊する可能性が⾼いことがわかりまし
た。(3)男性の⽅が⼥性よりも⾷品‧飲料への
⽀出を増やす傾向が⾼いようです。
ミレニアル世代とZ世代は、今後数か⽉間に
美容‧パーソナルケア製品への⽀出を増やす
と予想しており、この製品カテゴリーのブラ
ンドは若年層が重要なターゲットとなりま
す。(4)

⼀般⽤医薬品‧パーソナルケア製品の売上は
今後も安定が⾒込まれる⼀⽅で、(5)先⾒の明
のあるブランドは、若年層の消費⾏動や嗜好
を把握することで、⽇々変化するオーディエ
ンスとより意味のある関係性を構築する機会
を得ることができます。

(3), (4), (5) The Trade Desk Intelligence X Appinio、2024年12⽉、⽇本、n =1,000、18〜65歳、年齢‧ジェンダー別全国調査
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(6), (7), (8) The Trade Desk Intelligence X Appinio、2024年12⽉、⽇本、n =1,000、18〜65歳、年齢‧ジェンダー別全国調査

新しいお気に⼊りを
求めて：
消費者が新しい商品
を探求する理由

より⾼い品質と価値を求める顧客にとって、
ブランドロイヤルティの優先度は変化してい
ます。特にZ世代は、美容、パーソナルケア、
⾷品、⼀般⽤医薬品など、ほぼすべての製品
カテゴリーでブランドの乗り換えをしていま
す。(6) Z世代の半数以上が今後⼀年で新しい
美容ブランドを試すことを考えており、その
割合はミレニアル世代や⼀般⼈⼝を上回って
います。(7) 

特に美容製品や⾷品を購⼊する⼥性は、男性
よりも新しい選択肢を試す傾向が⾼く、この
変化を促進する傾向に。(8)  この変化により、
既存顧客とのロイヤルティ強化や、ブランド
が新しいオーディエンスとロイヤルティを構
築する絶好の機会を得ることが期待されてい
ます。

ブランドの乗り
換えに関して
「可能性が⾼い」
または「可能性が
かなり⾼い」と
回答した割合

美容

54%

41%

41%

パーソナルケア

41%

39%

36%

⾷品‧飲料

42%

37%

36%

⼀般⽤医薬品

42%

32%

32%

Z世代 ミレニアル世代 ⼀般⼈⼝



広告効果を最⼤化する新たな注⽬チャネル ：
ストリーミング配信プラットフォーム
オーバーザトップ（OTT）およびコネクテッドTV（CTV）は、ブラ
ンドがデジタルに精通した若年層オーディエンスにリーチできる⼈
気のプラットフォームとして台頭しています。Z世代とミレニアル
世代の消費者は、ソーシャルメディア広告よりもOTT/CTV広告を
きっかけに製品を購⼊する可能性が⾼い傾向にあります。 (9)

(9), (10), (11), (12), (13) The Trade Desk Intelligence X Appinio、2024年12⽉、⽇本、n =1,000、18〜65歳、年齢‧ジェンダー別全国調査

30%
Z世代の

今後6か⽉間に動画配信プラットフォーム（TVer、ABEMA、Netflix
など）の利⽤が増加すると予想されていることも魅⼒的なポイント
です。Z世代とミレニアル世代は、プレミアムプラットフォームで
⾼品質なコンテンツのストリーミング配信に多くの時間を費やす予
定であるため、ブランドにはエンゲージメントが⾼く、購⼊意欲の
⾼いオーディエンスにリーチできるチャンスが⽣まれる可能性があ
ります。

4⼈に1⼈ミレニアル世代の ほぼ

ソーシャルメディア
広告よりOTT/CTV広
告をきっかけに製品
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今後6か⽉間で動画配
信サービス (TVer 、 
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により多くの時間を使
う予定と回答した割合
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オーディオを通して
Z世代の声に⽿を傾ける
Z世代にとって、ブランドエン
ゲージメントの未来を切り拓く鍵
は「⾳声」にあります。  Z世代の
若者は、今後6か⽉間にポッド
キャストや⾳楽のストリーミング
配信により多くの時間を費やす予
定であると回答しており、これは
⼈⼝全体と⽐較してほぼ2倍の結
果です。(14) このことから、オー
ディオプラットフォームがブラン
ドにとって独⾃のタッチポイント
を創出する可能性が⾼いことが分
かります。通勤中やジムでのト
レーニング中など、⽇常⽣活の最
適なタイミングでメッセージを届
けることが可能です。

さらに、世界的研究により、オー
ディオ広告はディスプレイ広告よ
りも記憶に残りやすく、(15) 購買
意欲を促進する可能性がはるかに
⾼いことが分かりました。(16) 

マーケターにとって重要なポイン
トは、「オーディエンスがいる世
界で直接語りかければ、ユーザー
の⽿にブランドストーリーを届け
るだけでなく、⾳楽やポッドキャ
ストを聞き終えた後も⼼に響く
メッセージを届けることができ
る」ということです。

(14) The Trade Desk Intelligence X Appinio、2024年12⽉、⽇本、n =1,000、18〜65歳、年齢‧ジェンダー別全国調査
(15) Spotify「New study by Spotify and WPP illuminates how listeners engage with digital audio」（2023年8⽉3⽇）
(16) ニールセン‧メディアラボ、情報伝達率 =トップ1ボックス、購⼊意向率 = トップ2ボックス（5段階評価）、2017年、
Spotify「The Power of Audio: Chapter 2」（2017年）より引⽤



⽇本の消費財市場に
おける購買促進要因



消費者が
美容製品に
求めるものとは？

美容‧パーソナルケア

美容‧パーソナルケア製品の購⼊者は「コス
トパフォーマンスの良さ」を重視していま
す。しかし、消費者が望んでいるのはそれだ
けではありません。Z世代は⼀般的にスマート
な買い物を好みますが、その中でも効果のあ
る製品、特に信頼できるブランドの製品を購
⼊することにこだわっています。(17) ⼀⽅、ミ
レニアル世代は、「製品の成分の安全性」を
重視しており、コストに⾒合った⾼い効果を
期待する傾向があります。 (18)

すべての世代の⼥性に共通してみられる傾向
として、「コストパフォーマンス」‧「実績
ある効果」‧「安全性」という3つのポイント
を満たす製品が好まれる傾向があります。(19) 

⾰新的な製品であれ、⻑年親しまれている定
番製品であれ、消費者は常に安全かつ効果的
な信頼できる製品を購⼊したいという欲求を
満たす商品に魅⼒を感じることが分かりまし
た。

Z世代の消費者における美容‧パーソナルケア製品の
購買決定要因トップ3（20）
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(17), (18), (19), (20) The Trade Desk Intelligence X Appinio、2024年12⽉、⽇本、n =1,000、18〜65歳、年齢‧ジェンダー別全国調査



消費者が
⾷品‧飲料に
求めるものとは ?

⾷品‧飲料

⾷品‧飲料の購買決定要因

味 価格に⾒合う価値 評判の良いブランド
が販売している

利便性

(21) The Trade Desk Intelligence X Appinio、2024年12⽉、⽇本、n =1,000、18〜65歳、年齢‧ジェンダー別全国調査

⼀般的に、Z世代が⾷品‧飲料製品を選ぶ際に
⼀番重視しているのは「味」で、その次に重視
しているのは「価格に⾒合う価値」と「ブラン
ドに対する信頼」です。ミレニアル世代も
「味」を重視しますが、それ以上にコスト意識
が⾼く、忙しい⽣活に合った便利なオプション
を選択することが多い傾向にあります。⼥性は
通常これら全ての要素を考慮し、「おいしさ」
や「調理のしやすさ」も考慮しながら、価格に
⾒合う価値を最も重視します。(21)



⼀般⽤医薬品を
購⼊する際に
重視するポイント

⼀般⽤医薬品

⼀般⽤医薬品を選ぶ際に、消費者は何よりも
「安全性」を重視する傾向があり、同時に
「価値」‧「効果」‧「利便性」などの要素
も購買決定に影響を与えます。Z世代は⼀般的
に、実⽤性と予算を重視する傾向にあるた
め、「安全性」‧「コストパフォーマン
ス」‧「効果」を求めています。ミレニアル
世代は「安全性」に加え、ペースの速いライ
フスタイルに合わせて、「利便性」と「使い
やすさ」も追及する傾向にあります。⼥性の
場合は、「安全性」がより重視され、「効
果」と「利便性」も選択の決め⼿となること
が多いようです。(22)

「利便性」は必ずしも製品だけに限定される
ものだけでなく、「購⼊する場所の⽴地」も
重要なポイントになることがあります。昼休
憩中や、仕事の後にさっと⽴ち寄れる便利さ

など、消費者の⽣活導線に沿った⽴地が購⼊
場所を決める要因になることも多く、これは
特に⼥性やミレニアル世代に強くみられる傾
向です。
マーケターにとって、このような消費者⾏動
に適したDOOH（デジタル屋外広告）戦略を
考案することで、購買機会を最⼤化できる絶
好のタイミングとなります。⽇本のDOOH⽀
出額は2025年に15億4,000万⽶ドル（⽇本円で
約2,306億円）に達すると予想されています
(23)。そのため、最も効果的な場所、つまり
オーディエンスが⽇常的に訪れる場所での
DOOHを活⽤したブランドポジショニング戦
略は今後ますます重要になっていくと考えら
れます。

(22), (24) The Trade Desk Intelligence X Appinio、2024年12⽉、⽇本、n =1,000、18〜65歳、年齢‧ジェンダー別全国調査 (23)  Statistica「デジタル屋外広告 - ⽇本」（2025年）
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ミレニアル世代の消費者
における⼀般⽤医薬品の
購買決定要因トップ3 (24)



⽇本の購買習慣の
変化に合わせた
重要な広告戦略



現代のマーケターは、消費者⾏動の変化、競争の激化、プレミアムプラットフォームの台
頭といった、⽬まぐるしく変化すると同時に、新たなビジネスチャンスが頻繁に⽣まれる
デジタル環境の中にいます。これから紹介する重要な広告戦略を取り⼊れることで、ブラ
ンドは消費者が「何に時間を費やし」、「どこで買い物をし」、「何を購⼊するか」を選
ぶこの時代を⽣き抜き、ブランドを成功へと導くことが可能です。



最も効果的な場所で
広告を配信 ‒ 
プレミアムインターネット

プレミアムインターネットは、オープ
ンインターネットの中でも⾼品質のコ
ンテンツを提供します。OTT、コネク
テッドTV、⾳声配信プラットフォーム
は、評価の⾼い映画やドラマ、⼈気の
ポッドキャストや⾳楽プレイリストと
いった、オーディエンスが求める⾼品
質なプレミアムコンテンツを提供しま
す。このような環境では、広告が視聴

者の⽬に留まりやすく、記憶に残りや
すいため、⾏動喚起に繋がる可能性が
⾼まります。特にZ世代やミレニアル世
代をターゲットにしている場合、オー
ディエンスが最も注⽬する場所でメッ
セージを配信することで、広告費をよ
り効果的に配分し、広告効果の最⼤化
を実現することができます。



タイミングが鍵

オムニチャネル戦略で、より
価値の⾼いオーディエンスに
最適な場所でリーチ
⽇本の消費者は、さまざまなデバ
イス、プラットフォーム、メディ
アチャネルを使い分けており、デ
ジタル利⽤時間の61％をオープン
インターネットに費やしていま
す。(24) たとえば、通勤中にスマー
トフォンで最新ニュースをチェッ
クし、⽇中はお気に⼊りの⾳楽プ
レイリストを聴きながら仕事を
し、夜にはコネクテッドTVで連続
ドラマの⼀気⾒を楽しむ、といっ
た形で利⽤しています。
このように次々に移り変わる現代
の消費者の関⼼をブランドがしっ
かり掴むには、オーディエンスの
⾏動に合わせた素早く多⾓的なオ
ムニチャネルマーケティング戦略

が必要です。オーディエンスが時
間を使うあらゆる場所に広告を配
信するだけでは不⼗分であり、重
要なのは、タイミング良く、かつ
ターゲット層に合わせてカスタマ
イズされた、意味のある効果的な
メッセージを配信することです。
⼤量の情報の中からノイズを排除
し、最も効果的な場所で注⽬を集
めることができる強⼒な戦略があ
れば、ロイヤルカスタマーを育成
し、新規顧客の興味関⼼を刺激す
ることが可能です。

(24), (25) The Trade Desk Intelligence x Kantar「オープンインターネット調査レポート」（2023年）

毎⽇のOTT/CTV視聴の57％は午後7時
〜午前0時に集中しており、この時間

帯には他のメディアチャネルを圧倒(25)

57%



(26) DISQOベンチマーク、The Trade Desk キャンペーン、2023年、n-56; The Trade Deskプラットフォームデータ：コネクテッドTVキャンペーンのグローバル分析、2023年度、n-550,387
(27) The Trade Desk Intelligence x PA Consulting 「The Alchemy of Omnichannel」（2024年）⽶国、英国、ドイツ

オムニチャネル戦略が
消費財ビジネスにとって効果的な理由 リーチとインパクトの最⼤化：チャ

ネルを横断した⼀貫性のあるキャン
ペーンで、リーチとエンゲージメン
トを拡⼤。

コスト削減：チャネルを追加するご
とにCPAを最⼤14%削減可能。(26)

フルファネルでの成果：ブランド認
知からROI（投資対効果）の向上ま
で、⽬標達成をより効率的かつ効果
的に実現。

顧客体験の向上：単⼀のチャネルで
特定の広告を何度も⽬にすると消費
者の3⼈に2⼈は広告疲れを感じるた
め、広告過多を回避。(27)



リテールデータを活⽤して
キャンペーンに成果を
⽇本ではリテールメディア市場が
急成⻑しており、2027年までに市
場規模は9,330億円に達するもの
と予測されています。(28) 特にオン
ラインショッピングとモバイル
ショッピングが2021年以降毎年
着実に成⻑していることから、リ
テールデータが現代の広告戦略に
おいて重要な役割を果たす可能性
が⾼いことが分かります。(29) 

⼩売業者は、実際の購買データや
ロイヤルティプログラムを通じて
収集した数年（あるいは数⼗年）
にわたる⾼品質のリアルデータを
蓄積しています。この貴重なデー
タは、ライフスタイルやライフス
テージに基づく精度の⾼いオー
ディエンスセグメントの構築に活
⽤でき、特にファーストパーティ

データが限られている消費財ブラ
ンドにとっては⼤きなメリットと
なります。

ロイヤルカスタマー、新規顧客、
ニッチなオーディエンス層のいず
れかをターゲットにしている場合
でも、リテールデータを効果的に
活⽤することで、実際の消費⾏動
に結びついた関連性の⾼い広告を
配信できるようになります。
リテールデータから得られる精度
と具体性の⾼さは、よりスマート
な広告表⽰場所、広告費の効率
化、ROAS（広告費対効果）の向
上にもつながります。

(28) Statista「 Retail media advertising market size in Japan 2021-2027」(2024年2⽉)
(29) eMarketer「Forecast」(2024年2⽉)



消費財メーカーのマーケターが
リテールデータを最⼤限に活⽤する⽅法

活⽤事例

ブランド認知度の向上：過去
の購⼊者または購買意欲の⾼
いオーディエンスの予測セグ
メントを使⽤して、ターゲ
ティングが可能。

市場シェアの拡⼤：⾃社ブラ
ンドにとって新規顧客、購買
意欲の⾼い顧客、さらには競
合他社の顧客を獲得可能。

ニッチなオーディエンスへの
アプローチ（⾮エンデミック
ブランド）：⼩売業者が保有
する包括的な購買者データか
ら得られるライフスタイルや
ライフステージのインサイト
を活⽤し、リーチしづらい顧
客とつながることが可能。

定義
リテールメディアとは、購⼊意欲が最も⾼まってい
るタイミングで、⼩売業者のウェブサイトやアプリ
上に表⽰される広告（検索結果のスポンサー枠やバ
ナー広告など）を指します。

リテールメディアネットワークは、⼩売業者が⾃社
のウェブサイト、アプリ、または実店舗の広告枠を
直接販売するためのプラットフォームです。

リテールデータとは、⼩売業者が顧客から得た
ファーストパーティーデータで、実際の購買履歴に
基づいています。このデータには、平均購⼊⾦額、
⼈気製品、購⼊頻度、バスケット内の商品、ロイヤ
ルティプログラムの参加状況などが含まれます。



リテールデータマーケットプレイス 

⽶国のリテールデータマーケットプレイス

オーディエンス
最適化シグナル



本調査は、美容、パーソナルケア、⾷品‧飲料、⼀般⽤医薬品の
消費者（18〜65歳の⽇本⼈）約1,000⼈を対象に実施しました。年
齢‧性別別に調査した全国代表サンプルです。2025年1⽉14⽇〜1
⽉20⽇に⽇本語でのオンライン調査によるフィールドワークを実
施しました。アンケートには、カテゴリー全体の消費意欲‧消費
習慣、購買要因、ブランド乗り換えの要因、テレビ/ストリーミン
グ配信の視聴習慣‧視聴意向に関する質問が含まれています。

調査⽅法

免責事項
別途指定されない限り、すべての結果はThe Trade Desk および Appinio によって実施された独⾃
調査に基づくものです。この情報は背景情報としてのみ提供されており、将来の業績に関してい
かなる成果や結果を保証するものではありません。



The Trade Deskはプログラマティック広告配信サービスを提供する世界最⼤級の独⽴系
デマンドサイドプラットフォーム（DSP）の⼀つとして、ブランドがあらゆる場所で最
適なオーディエンスにリーチできるよう⽀援しています。
当社はインベントリ（広告在庫）を⼀切所有しないため、特定のインプレッションを優
先的に扱う利害関係はありません。広告費だけでなく、その広告によって達成されたビ
ジネス成果を正確に把握することが可能です。
また独⽴系である強みを活かし、多くの⼤⼿⼩売業者と連携しており、今後もさらにそ
のネットワークを拡⼤し、価値の⾼いオーディエンスへのリーチと効果測定を実現して
います。オンラインディスプレイ、⾳声‧動画のストリーミング配信、デジタル屋外広
告（DOOH）、オープンインターネット上で最も急成⻑しているコネクテッドTV/OTTプ
ラットフォームなど、あらゆるデジタルチャネルでオーディエンスにリーチできます。
また、統合的なフリークエンシーコントロールにより、ユーザー体験を最適化しつつ、
よりインパクトのある広告配信を実現できます。

＜お問い合わせはこちら＞

The Trade Deskについて

https://www.thetradedesk.com/jp/contact-us

